
○　現時点の主な検討事項は以下のとおり想定している。
　

　①　理念等
　
　②　都民及び事業者の理解促進
　
　③　事業者による取組の推進
　
　④　情報保障の推進
　　　※　他県の手話言語条例が規定する内容の扱いについて
　
　⑤　相談・紛争解決の仕組みの明確化

（１）　検討における主な論点について

○　既に障害者差別解消法（以下、「法」という。）が施行されている
状況を踏まえ、条例案は、法との整合を図りつつ、いかなる内容を補
完し、充実させるべきか。
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